
介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 夕なぎの家 

利用契約書 

令和 6 年 4 月 1 日改正 

 

認知症対応型共同生活介護施設 グループホーム 夕なぎの家（以下「甲」という）は、利用者（以下「乙」

という）及び身元保証人との間において、次の通り契約を締結する。 

 

第1条 （目的） 

 甲は、共同生活を営む認知症高齢者に対し、家庭的な環境の中で生活援助員による生活上の指導、又

援助を行うことを目的とし、甲は、この契約に定める各種サービスを提供することを約し、乙は甲に対

し信義を守り、誠実にこの契約を履行することを約するものとします。 

 

第2条 （施設の管理、運営） 

 甲は、必要な職員を配置して、乙の日常生活に必要な諸業務を処理するとともに、建物及び付帯設備

の維持管理を行うものとする。 

 

第3条 （サービス利用対象者） 

 甲は、介護保険制度における介護認定で要介護支援状態（要支援 2・要介護度 1～5）にある認知症高

齢者で、概ね身辺の自立ができており、また共同生活を送ることに支障のない方をサービス利用の対象

者とする。 

 

第4条 （各種サービス） 

 甲は乙に対して以下のサービスを提供します。 

⑴ 日常生活の指導、助言及び援助 

⑵ 住宅及び食事の提供 

⑶ 災害、疾病等緊急時における対応 

但し、搬送の費用及び医療費については、利用者本人または、家族の負担とする。 

⑷ 定期健康診断の機会提供等による健康の保持、疾病の予防 

 

第5条 （入居） 

 この契約の契約日をもって入居日とする。 

 

第6条 （利用料その他の費用） 

1. 指定認知症対応型共同生活介護の利用料は、厚生大臣が定める基準によるものとし、乙の要介護度

により定められた介護費及び初期加算料の 1 割、2 割、または 3 割の額を徴収する。 

2. 住居費として、月額 42,000 円を徴収する。尚、住居費は家賃、水道光熱費、共同生活に必要な日用

品費となる。 

3. 毎日の食費として、1,200 円を徴収する。尚、朝食 250 円、昼食 400 円、おやつ 100 円、夕食 450

円となる。 

4. 管理費として、21,000 円を徴収する。 



5. 前項の他、甲は乙の個人的な使用にかかわる生活用品や外部サービスの利用に要した費用の徴収が

必要となる場合は、利用者又は家族に説明し、同意を得たものに限り、その費用を徴収する。 

6. 医療保険における医療機関受診時における費用は、乙が負担するものとする。 

7. 医療機関へ入院している際も住居費と管理費の料金は乙が負担するものとする。 

 

第7条 （利用料等の納入） 

 乙は、第 6 条（利用料その他費用）に基づく、月額の利用料等の請求を受けた時は、甲が指定する方

法により、毎月 20 日迄に甲に支払うものとする。 

 

第8条 （身元保証人） 

1. 乙は、入居に際し、1 名の身元保証人を定めるものとする。 

2. 前項の身元保証人は、乙に契約の不履行があった場合に、この契約から生じる一切の責務について

連帯して履行の責任を負うとともに、必要な場合は乙の身柄を引き取る責任を負うものとする。 

3. 乙は、身元保証人の氏名、住所に変更があった時、又死亡、被後見人・被保佐人の宣告等により身

元保証人を変更するときは、その旨を直ちに甲に通知しなければならない。 

 

第9条 （居室内の模様替え等） 

1. 乙は、居室内の造作、模様替え等を行わないものとする。 

2. 乙は、やむを得ず居室内の模様替え、その他補修又は改修を行うときは、事前に甲の承諾を得なけ

ればならない。 

3. 前項に定める乙の居室内の模様替え等に要する費用は、乙がこれを負担するものとする。但し、甲

の設計、施工に係る補修又は改修費については、この限りではない。 

 

第10条 （原状回復の義務） 

1. 乙は、第 9 条に基づく乙の負担による居室内の模様替え等を除き、施設及び備品について汚損、破

損、滅失、又はその他現状を変更した場合に、直ちに乙の費用で原状に復するか、または甲が定め

る別に定める支払うものとする。但し、乙の責めに基づかない場合はこの限りではない。 

2. 乙は、この契約を解除または終了した場合において、乙の居室を甲に明け渡すときに、甲が修繕若

しくは取り換えを要求する場合には、乙はその費用を負担するものとする。 

 

第11条 （甲の賠償責任） 

 天災等の不可抗力及び火災、盗難、不慮の事故により、乙が受けた被害について、甲は一切の賠償責

任を負わないものとする。但し、甲の故意または重大な過失により、乙に損害を与えた場合はこの限り

ではない。 

 

第12条 （長期不在） 

 乙が、その居室に 2 週間以上不在となる場合は、乙は甲に対してその旨を届け出るとともに各種サー

ビスの支払い、居室の保全、連絡方法等について甲と協議しなければならない。 

 

第13条 （動物飼育） 

 乙は、甲の許可を得ることなく、居室において小動物（ペット）の飼育は認められないものとする。 

 



 

第14条 （甲の契約解除） 

1. 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合に、乙に対し、甲が定める契約解除通告書に、契約

解除日及び解除理由を付して、この契約の解除を通告することができるものとする。 

⑴ 入居の要件に関して、虚偽の届け出を行って入居した場合 

⑵ 利用料を 2 か月以上滞納したとき 

⑶ 急に身体あるいは精神上の病変が起こり、日常生活に常時の介護が必要となったとき 

⑷ 他との共同生活の秩序を著しく乱し、他の入居者に迷惑をかけた時 

⑸ 他との共同生活になじまないと甲が判断した場合 

2. 甲は、乙に対し、前項による契約の解除通告をするに先立ち、乙及び乙の身元保証人に弁明の機会

を設けるものとする。但し、甲が、乙の行為により、甲の施設運営に著しい障害を生じたと判断し

た場合には、即刻契約解除できるものとする。 

3. 乙は、第 1 項の規定により、甲がこの契約の解除を通告した場合には、その契約解除日までに遅滞

なく、その居室を甲に明け渡さなければならない。 

4. 甲は、甲に対し、契約の解除通告に伴う予告期間中に、乙の移転先の有無について確認をし、移転

先がない場合には、乙及び乙の身元保証人その他関係者、関係機関と協議し、乙の移転先の確保に

協力するものとする。 

 

第15条 （乙の契約解除） 

1. 乙は、この契約解除を望むときは、30 日以上の予告期間をもって甲が定める契約解除届を甲に提出

するものとし、その契約解除届に記載された契約解除日までに、居室を明け渡さねばならない。 

2. 乙が、契約解除届を甲に提出しないで、居室を退去したときは、甲が乙の退去の事実を知った翌日

から起算して 5 日目をもって、この契約は解除されたものとする。 

 

第16条 （契約の終了） 

 この契約は、次の各号に該当するときをもって終了とする。 

⑴ 乙が、死亡したとき、又は退去したとき。 

⑵ 第 14 条（甲の契約解除）第 1 項に規定する契約解除日 

⑶ 第 15 条（乙の契約解除）第 1 項、また第 2 項に規定する契約解除日 

 

第17条 （財産の終了） 

1. 乙が死亡した場合、甲は乙の所有物を管理者の注意をもって保管し、乙の身元保証人に連絡して一

切の処置をさせるものとする。 

2. 乙の身元保証人は、前項の連絡を受けた日から起算して 14 日以内に乙の所有物を引き取り、居室

を甲に明け渡さなければならない。 

3. 居室明け渡しの期日が過ぎてもなお、残置された所有物については、乙の身元保証人その他承継人

がその所有物を放棄したものとみなし、甲において適宜処分できるものとする。 

4. 乙が、甲に乙の居室を明け渡した後において、なお乙の残置所有物等がある場合には前項を準用す

る。 

 

第18条 （精算） 

 第 16 条（契約の終了）の規定により、この契約が終了した場合に、乙が甲に対して第 10 条（原状回



復の義務）、その他の条項により債務がある場合は、乙又は身元保証人は契約終了日の翌日から起算し

て 14 日以内に支払うものとする。 

 

第19条 （契約終了後の居室の使用に伴う実費精算） 

 乙は、契約終了日までに居室を甲に明け渡さない場合には、契約終了日の翌日から起算して、明け渡

しの日までの利用料等を甲に支払うものとする。 

 

第20条 （誠意処理） 

 この契約の解釈及びこの契約書に定めのない事項については、必要に応じて甲、乙相互に協議し、誠

意をもって処理するものとする。 

 

第21条 （合意管轄） 

 この契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じた場合は、岡山地方裁判所をもって第一審裁判所

とすることを、予め合意する。 

 

第22条 （運営上同意をいただく項目） 

1. 甲は、乙入居時または、他医療機関退院等で再入居時に、指定医療機関にて疥癬診断し、甲で疥癬

予防処置を行う。（疥癬診断、消毒費用は乙の負担となります。） 

2. 乙は、金銭管理が難しいため「お小遣い」「有償サービス料」を甲の事務所内にて預託する。 

3. 甲では、看護師の配置をしておらず、原則として医療行為は提供できないが、（制度上グループホー

ムの看護師配置義務はありません。）ご本人・ご家族の希望により日常的に必要な医療行為（シップ

薬貼付、外用薬の塗布、点眼、服薬管理）に対しては医師の指示の下に行います。これらの行為に

て起こりうる如何なる事故に対しても、甲では責任を負いません。また、乙及びご家族は甲に対し

て責任を追及しません。 

4. 甲では、車の外出（買い物、緊急時の受診、ドライブ等）の機会があります。交通事故には十分注

意しておりますが、避けられない事故もあります。万一、交通事故が発生した場合の補償につきま

しては、社会福祉法人 夕凪会で加入している自動車保険で対応します。 

5. 甲では、認知症による個人的な避けられない災いが発生する場合があります。保障につきましては、

乙の傷害保険にて対応になります。 

 

第 23 条（個人情報保護） 

1. 当施設は、個人情報保護に最善の対策を実施しております。但し、市町村、他の介護保険事業者、

医療機関等へ、必要とされる最小限の個人情報を提供するものとします。 

    2.  当法人が発行する「夕なぎだより」・ホームページ等、お名前の掲載、写真の掲示をすることがご

ざいます。希望されない方はお申し出ください。 

 

 

 以上の通り、甲、乙、身元保証人は記名捺印の上契約し、その証として甲、乙、身元保証人は本書を各一通ず

つ保有します。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者（甲）                          令和   年   月   日 

住所：岡山市東区宿毛 745-3 

      グループホーム 夕なぎの家 

      施設長  吉永 陽一             印 

 

 

利用者（乙） 

   住所：                         

 

   氏名：                       印 

 

署名代行者 

   住所：                         

 

   氏名：                       印 

 

   続き柄：         

 

身元保証人 

   住所：                         

 

   氏名：                       印 


